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１．目的

令和７年度脱炭素型ビジネススタイル転換促進事業費補助金において、補助金の申込を行う

及び採択を受けた事業者は、各種申込及び申請の際に二酸化炭素（CO2）の排出削減効果を定

量的に明示することが求められている。一方で、二酸化炭素（CO2）の排出削減効果の統一的

な算定手法は、事業者にとって難易度が高い作業となることから、「令和７年度脱炭素型ビジ

ネススタイル転換促進事業費補助金補助対象設備個票作成ガイドブック」（以下「本ガイドブ

ック」と略す。）を用いて、算定手法の統一化及び効率化を図るものである。 

 

２．個票概要 

本ガイドブックは以下の３つの個票から構成されている。選択方法は３.個票の選択方法に

記載する。 

・Ａ.省エネルギー設備用  省エネルギー設備に入れ替える事業等の場合 

（例）空調設備、照明、冷蔵冷凍機、ボイラ、換気設備、コンプレッサ、エネルギーマネ

ジメントシステム 等 

・Ｂ.創エネルギー設備用  再生可能エネルギー発電設備の導入事業の場合 

（例）太陽光発電設備、バイオマス発電設備 等 

・Ｃ.蓄エネルギー設備用  蓄電設備の導入事業の場合 

（例）蓄電設備 

 

３．個票の選択方法 

 本補助金を申請しようとする設備が、以下(1)～(4)のどのパターンかご確認のうえ、必要な

個票の種類を確認してください。 

(1) 省エネルギー設備のみ 

┗必要な個票：Ａ.省エネルギー設備用 

(2) 省エネルギー設備＋創エネルギー設備 

┗必要な個票：Ａ.省エネルギー設備用、Ｂ.創エネルギー設備用 

(3) 省エネルギー設備＋創エネルギー設備＋蓄エネルギー設備 

┗必要な個票：Ａ.省エネルギー設備用、Ｂ.創エネルギー設備用、Ｃ.蓄エネルギー設備用 

(4) 省エネルギー設備＋蓄エネルギー設備 

┗必要な個票：Ａ.省エネルギー設備用、Ｃ.蓄エネルギー設備用 

 

本補助金を申請しようとする設備種類※が複数となる場合は、各設備の種類ごとに該当する

個票を作成してください。 

本補助金を申請しようとする設備の設置場所が複数となる場合は、各設置場所ごとに該当

する個票を作成してください。 

参考に申請例を記載します。 

※ 設備種類が同一で型式が異なる場合は、同一の個票で作成してください。 
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  ＜参考例＞申請パターン例 

例１） 空調設備の更新と太陽光発電設備の導入事業を同一設置場所で実施する場合 

 

例２） ＬＥＤ照明化と太陽光発電設備及び蓄電設備の導入事業を複数設置場所で実施する場合 

 

例３） 空調設備の更新と蓄電設備の追加導入事業※を同一設置場所で実施する場合 

※既存設置の自家消費型太陽光設備あり 

 

例４） 空調設備及び冷蔵冷凍設備の更新事業を同一設置場所で実施する場合 

 

例５） ＬＥＤ照明化事業を複数設置場所で実施する場合 

 

 

 

No. 導入機器 台数 設置場所 使用個票 個票枚数 

１ 空調設備 １台 a地点 Ａ.省エネルギー設備用 １枚 

２ 太陽光発電設備 １式 a地点 Ｂ.創エネルギー設備用 １枚 

No. 導入機器 台数 設置場所 使用個票 個票枚数 

１ ＬＥＤ照明 １式 a地点 Ａ.省エネルギー設備用 １枚 

２ 太陽光発電設備 １式 b地点 Ｂ.創エネルギー設備用 １枚 

３ 蓄電設備 ５式 b地点 Ｃ.蓄エネルギー設備用 １枚 

No. 導入機器 台数 設置場所 使用個票 個票枚数 

１ 空調設備 ６台 a地点 Ａ.省エネルギー設備用 １枚 

２ 蓄電設備 20式 a地点 Ｃ.蓄エネルギー設備用 １枚 

No. 導入機器 台数 設置場所 使用個票 個票枚数 

１ 空調設備 ６台 a地点 Ａ.省エネルギー設備用 １枚 

２ 冷蔵冷凍設備 １台 a地点 Ａ.省エネルギー設備用 １枚 

No. 導入機器 台数 設置場所 使用個票 個票枚数 

１ ＬＥＤ照明 100式 a地点 Ａ.省エネルギー設備用 １枚 

２ ＬＥＤ照明 50式 b地点 Ａ.省エネルギー設備用 １枚 

３ ＬＥＤ照明 30式 c地点 Ａ.省エネルギー設備用 １枚 
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４．個票の記入方法 

(1) Ａ.省エネルギー設備用 

a. 基本情報 

 

① 事業者名 

事業者名を記載してください。 

 

b. 事業による導入量 

 
① 取組みの内容 

本個票での取組みの内容を記載してください。 

② 個票番号 

作成した個票ごとに番号を付与してください。 

例）空調設備と冷蔵冷凍機器の更新で個票「Ａ.省エネルギー設備用」を２部作成す

る場合、空調設備の更新は「Ａ１」、冷蔵冷凍機器の更新は「Ａ２」と記載 

③ 設置場所 

本取組み内容を実施する場所（設置場所）の所在地を記入してください。 

複数の設置場所で実施する場合、個票を分けて作成してください。 

④ 区分 

機器・システムの更新の場合は「更新」、機器・システムの新設の場合は「新設」を

選択してください。 

 

① 

⑥ 

⑤ 

④ 

③ 

① ② 
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⑤ 既存設備 ※機器・システムを「新設」する場合は入力不要 

更新対象となる既存の機器・システムの名称やメーカー名、設備の型式及び台数を

記載してください。 

※枠に収まりきらない場合は、「別紙参照」と記載のうえ、別紙を用意しても差支え

ございませんが、一覧表にまとめる等確認しやすい構成としてください。 

⑥ 補助対象設備 

導入する機器・システムの名称やメーカー名、設備の型式及び台数を記載してくだ

さい。 

導入する機器・システムの名称については、実施計画書（別紙１―３）に転記して

ください。 

※枠に収まりきらない場合は、「別紙参照」と記載のうえ、別紙を用意しても差支え

ございませんが、一覧表にまとめる等確認しやすい構成としてください。 

     

c. CO2削減量に関する諸情報 

 

① 稼働負荷・活動量 

設置場所における機器・システムの業務負荷・活動量（稼働時間、稼働率等）を記載し

てください。 

※枠に収まりきらない場合は、「別紙参照」と記載のうえ、別紙を用意しても差支えござ

いませんが、一覧表にまとめる等確認しやすい構成としてください。 

② 稼働負荷・活動量の設定根拠 

設置場所における機器・システムの業務負荷・活動量（稼働時間、稼働率等）の設定根

拠を記載してください。 

③ 確認事項① 

機器・システムの使用時間が１日あたり９時間を超える場合は、「該当あり（資料添付済

み）」を選択し、始業及び終業の時刻が確認できる資料（就業規則等）を添付してくださ

い。 

また、機器・システムの特性上、24時間稼働が前提である機器・システム（冷蔵冷凍設

備等）については、資料の添付は不要ですので、「該当あり（添付不要）」を選択してく

ださい。 

 

 

① 

② 

③ 
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＜既存設備＞ ※機器・システムを「新設」する場合は入力不要 

④ エネルギー消費量の算出方法 

既存の機器・システムの年間エネルギー消費量の算出方法を「既存設備・施設の実測デ

ータ」、「既存設備・施設の性能より推計」、「仮想設備（現在の平均的な販売設備）の性

能より推計」より該当する項目を選択し、「■」にしてください。（複数選択可能） 

※複数選択可能とは、例えば、ＬＥＤ照明化において、既存設備が蛍光灯と水銀灯の更

新であって、蛍光灯は仕様書を添付できるが、水銀灯は古すぎて書面が確認できず類

似品で推計する場合、「既存設備・施設の性能より推計」、「仮想設備（現在の平均的な

販売設備）の性能より推計」を選択してください。 
 
・「既存設備・施設の実測データ」とは、施設全体の電力量から按分している場合や個別

メーターを設置し、既存設備の電力量を根拠とするもの 

・「既存設備・施設の性能より推計」とは、完成図書、仕様書、カタログ等の書面を根拠

とするもの 

・「仮想設備（現在の平均的な販売設備）の性能より推計」とは、既存設備が古すぎるな

どの理由により上記２点を根拠とすることができない場合に、類似品の設備能力を根

拠とするもの 

⑤ 性能 

既存の機器・システムの性能を記載してください。 

また、通し番号を付与する等、添付する書類との紐づけを行ってください。 

※ 枠に収まりきらない場合は、「別紙参照」と記載のうえ、別紙を用意しても差支えご

ざいませんが、一覧表にまとめる等確認しやすい構成としてください。 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑨ 

⑧ 
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⑥ 性能値の設定根拠・引用元 

既存の機器・システムのエネルギー消費量の設定根拠・引用元を記載してください。 

また、通し番号を付与する等、添付する書類との紐づけを行ってください。 

※ 枠に収まりきらない場合は、「別紙参照」と記載のうえ、別紙を用意しても差支えご

ざいませんが、一覧表にまとめる等確認しやすい構成としてください。 

⑦ 計算式 

上記で示した根拠を基に導入前の年間エネルギー消費量を算出する計算式を記載してく

ださい。計算結果は⑭年間エネルギー消費量（導入前）の欄に記載してください。 

※１ 機器別、能力別に計算する等工夫してください。 

※２ 経年劣化は考慮しないものとして算出したので差支えありません。 

※３ 枠に収まりきらない場合は、「別紙参照」と記載のうえ、別紙を用意しても差支え

ございませんが、一覧表にまとめる等確認しやすい構成としてください。 

⑧ 確認事項② 

既存の機器・システムのカタログ、仕様等、計算で使用した各数値の根拠資料を添付

し、「資料添付済み」を選択してください。 

資料を添付する際には、以下の２点に十分注意してください。 

・該当箇所は、マーカーや赤枠で囲う等、確認しやすい処理を施していますか。 

・添付書類は通し番号を付与する等、本書類との紐づけを行いましたか。 

⑨ 確認事項③ 

既存の機器・システムの更新の場合、設備外観写真と銘板（型式、能力が分かるもの）

等の写真台帳を添付し「資料添付済み」を選択してください。 

資料を添付する際には、以下の２点に十分注意してください。 

・１つの設備に対し、外観写真と銘板（型式等が確認できるもの）の写真は必須 

・同じ型式を複数台（又は本数）申請する場合は、代表箇所のみで可 
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 ＜導入設備＞ 

⑩ 性能 

導入する機器・システムの性能を記載してください。 

また、通し番号を付与する等、添付する書類との紐づけを行ってください。 

※ 枠に収まりきらない場合は、「別紙参照」と記載のうえ、別紙を用意しても差支えご

ざいませんが、一覧表にまとめる等確認しやすい構成としてください。 

⑪ 性能値の設定根拠・引用元 

導入する機器・システムのエネルギー消費量の設定根拠・引用元を記載してください。 

また、通し番号を付与する等、添付する書類との紐づけを行ってください。 

※ 枠に収まりきらない場合は、「別紙参照」と記載のうえ、別紙を用意しても差支えご

ざいませんが、一覧表にまとめる等確認しやすい構成としてください。 

⑫ 計算式 

上記で示した根拠を基に導入後の年間エネルギー消費量を算出する計算式を記載してく

ださい。計算結果は⑮年間エネルギー消費量（導入後）の欄に記載してください。 

※１ 機器別、能力別に計算する等工夫してください。 

※２ 枠に収まりきらない場合は、「別紙参照」と記載のうえ、別紙を用意しても差支え

ございませんが、一覧表にまとめる等確認しやすい構成としてください。 

 

 

 

 

⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑬ 
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⑬ 確認事項④ 

導入する機器・システムのカタログ、仕様等、計算で使用した各数値の根拠資料を添付

し、「資料添付済み」を選択してください。 

資料を添付する際には、以下の２点に十分注意してください。 

・該当箇所は、マーカーや赤枠で囲う等、確認しやすい処理を施していますか。 

・添付書類は通し番号を付与する等、本書類との紐づけを行いましたか。 
 

 

⑭ 年間エネルギー消費量（導入前）※機器・システムを「新設」する場合は入力不要 

導入前のベースラインとなる年間エネルギー消費量を記載してください。 

⑦計算式の結果数値と一致するよう記載いただくようご留意ください。 

⑮ 年間エネルギー消費量（導入後） 

導入後の年間エネルギー消費量を記載してください。 

⑫計算式の結果数値と一致するよう記載いただくようご留意ください。 

⑯ 排出係数（水素） 

水素の排出係数を使用する場合、ライフサイクルでの排出係数を記入してください。 

※不明である場合は、初期値の「０」～変更しないこととします。 

⑰ エネルギー種別（その他） 

設置している項目に該当するエネルギー種がない場合は、「名称」、「消費量」、「排出係

数」、「排出係数の単位」を記入してください。 

排出係数については、「●」、「■」を適切な単位に変更してください。 

⑱ 排出係数の設定根拠 

エネルギー種別（その他）を入力した場合は、設定根拠を記載してください。 

 

⑭ ⑮ 

⑯ 

⑰ 

⑱ 
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d. 結果（二酸化炭素（CO2）の排出削減効果） 

 
① 年間 CO2削減量 

年間 CO2削減量が自動算出されますので、実施計画書（別紙１―３）に転記してくださ

い。

① 
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(2) Ｂ.創エネルギー設備用 

a. 基本情報 

 

① 事業者名 

事業者名を記載してください。 
 

b. 事業による導入量 

 

① 取組みの内容 

本個票での取組みの内容を記載してください。 

② 個票番号 

作成した個票ごとに番号を付与してください。 

太陽光発電設備を異なる設置場所で実施する等、個票「Ｂ.創エネルギー設備用」を複数

部作成する場合、作成した順に「Ｂ１」、「Ｂ２」,,,と記載 

③ 設置場所 

本取組み内容を実施する場所（設置場所）の住所を記入してください。 

異なる設置場所で実施する場合、個票を分けて作成してください。 

④ 導入する機器・システムの名称 

導入する機器・システムの名称を記載してください。 

実施計画書（別紙１―３）の補助対象設備（導入する機器・システム）の欄にも転記し

てください。 

① 

① 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

② 
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⑤ 補助対象設備概要（製品名・型式・メーカー・台数） 

補助対象設備の概要について、記載してください。 

複数の機器・システムを導入する場合は、全ての機器・システムの情報（製品名・型

式・メーカー・台数）を記載してください。 

なお、ケーブル、配管、架台等は記載不要です。 

※ 機器・システムの型式及び台数について、枠に収まりきらない場合は、「別紙参照」

と記載のうえ、別紙を用意しても差支えございませんが、一覧表にまとめる等確認し

やすい構成としてください。 

⑥ 確認事項① 

導入する機器・システムのカタログ、仕様書、図面等の根拠資料を添付し、「資料添付済

み」を選択してください。 

資料を添付する際には、以下の２点に十分注意してください。 

・該当箇所は、マーカーや赤枠で囲う等、確認しやすい処理を施していますか。 

・添付書類は通し番号を付与する等、本書類との紐づけを行いましたか。 

⑦ 設備容量 

補助対象となる機器・システムの「設備容量」を記入してください。 

単位には十分に注意してください。 

⑧ 確認事項② 

設備容量の根拠資料（カタログ、仕様等）を添付し、「資料添付済み」を選択してくだ

さい。 

※ 該当箇所は、マーカーや赤枠で囲う等、確認しやすい処理を施していますか。 
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c. 発電量等に関する諸情報 

 

① 年間発電電力量 

対象となる機器・システムの想定される年間発電電力量をご記入ください。 

有効活用されない発電量（需要量を上回る余剰電力量）については差し引いてご記

入ください。 

② 発電量等に関する設定根拠概要 

計算式やシュミレーションなど記載することにより、「年間発電電力量」の設定根拠

概要を記載し、「年間発電電力量」の算出資料を添付してください。 

③ 確認事項③ 

年間発電電力量の根拠資料（計算書、シュミレーション、カタログ、仕様等）を添

付し、「資料添付済み」を選択してください。 

資料を添付する際には、以下の点に十分注意してください。 

※ 電力量等、重要な箇所は、マーカーや赤枠で囲う等、確認しやすい処理を施し

ていますか。 

④ 確認事項④ 

本再生可能エネルギー発電設備は、自家消費型（当該発電設備から得たエネルギー

の売電契約を行わず、自ら消費するもの）であるか確認し、「本設備は自家消費型で

す。」を選択してください。 

⑤ 確認事項⑤ 

本再生可能エネルギー発電設備は、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する

特別措置法第９条第４項に基づく固定価格買取（FIT）制度又は Feed in Premium

① 

③ 

④ 

⑤ 

② 
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（FIP）制度の認定を受けないものか確認し、「本設備は認定を受けません。」を選択

してください。 

 

d. 結果（二酸化炭素（CO2）の排出削減効果） 

 

① 年間 CO2削減量 

年間 CO2削減量が自動算出されますので、実施計画書（別紙１―３）に転記してく

ださい。

① 
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(3) Ｃ.蓄エネルギー設備用 

a. 基本情報 

 

① 事業者名 

事業者名を記載してください。 
 

b. 事業による導入量 

 

① 取組みの内容 

本個票での取組みの内容を記載してください。 

② 個票番号 

作成した個票ごとに番号を付与してください。 

蓄電設備を異なる設置場所や異なる蓄電池の種類等、個票「Ｃ.蓄エネルギー設備

用」を複数部作成する場合、作成した順に「Ｃ１」、「Ｃ２」,,,と記載 

③ 設置場所 

本取組み内容を実施する場所（設置場所）の住所を記入してください。 

複数の事業所で実施する場合、個票を分けて作成してください。 

④ 導入する機器・システムの名称 

導入する機器・システムの名称を記載してください。 

実施計画書（別紙１―３）の補助対象設備（導入する機器・システム）の欄にも転

記してください。 

 

 

① 

① ② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 
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⑤ 補助対象設備概要（製品名・型式・メーカー・台数） 

補助対象設備の概要について、記載してください。 

複数の機器・システムを導入する場合は、全ての機器・システムの情報（製品名・

型式・メーカー・台数）を記載してください。 

なお、ケーブル、配管、架台等は記載不要です。 

※設備の型式及び台数について、枠に収まりきらない場合は、「別紙参照」と記載の

うえ、別紙を用意しても差支えございませんが、一覧表にまとめる等確認しやす

い構成としてください。 

⑥ 1基当たりの蓄電池の容量/導入設備数/蓄電池の種類 

１基あたりの蓄電池の容量、導入設備数、蓄電池の種類を記載してください。 

なお、蓄電池の全量は、「蓄電池１基当たりの容量」に「導入設備数」を乗じた値と

なる。（例えば、10kWnの蓄電池を３基導入した場合は、全量は 30kWhとなる。） 

⑦ 確認事項① 

導入する機器・システムのカタログ、仕様等、計算で使用した各数値の根拠資料を

添付し、「資料添付済み」を選択してください。 

資料を添付する際には、以下の２点に十分注意してください。 

・該当箇所は、マーカーや赤枠で囲う等、確認しやすい処理を施していますか。 

・添付書類は通し番号を付与する等、本書類との紐づけを行いましたか。 

 

 

⑧ 再エネ発電設備の容量/時間容量 

本蓄電池に接続する再生可能エネルギー発電設備の容量を記載してください。な

お、再生可能エネルギー発電設備の容量に対して、過大な蓄電池の容量を設定しな

いように留意してください。本事業で設置する蓄電設備の蓄電容量は、再生可能エ

ネルギー発電設備の１日分の発電量と同等又はそれ以下となっています。 

⑨ 確認事項② 

既存設備へ追加導入の場合は、再生可能エネルギー発電設備の容量が分かる資料

（完成図書、仕様書等）を添付し、「資料添付済み（追加導入）」を選択してくださ

い。また、本補助金申請において創エネルギー設備を導入する場合は、「別途個票 B

を作成（同時導入）」を選択してください。 

※ 本事業において、別途太陽光発電設備を導入する場合は、添付省略 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 
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  ＜既存設備へ追加導入の場合回答要＞ 

⑩ 確認事項③ 

既存設置の再生可能エネルギー発電設備は、自家消費型（当該発電設備から得たエ

ネルギーの売電契約を行わず、自ら消費するもの）であるか確認し、「本設備は自家

消費型です。」を選択してください。 

⑪ 確認事項④ 

既存設置の再生可能エネルギー発電設備は、再生可能エネルギー電気の利用の促進

に関する特別措置法第９条第４項に基づく固定価格買取（FIT）制度又は Feed in 

Premium（FIP）制度の認定を受けないものか確認し、「本設備は認定を受けませ

ん。」を選択してください。 

 

c. 蓄電池に関する諸情報 

 

① 蓄電池由来の年間電力消費量/設定根拠 

蓄電池由来の年間電力消費量をご記入ください。 

その設定根拠となるシミュレーション結果等を添付し、設定根拠欄に算出方法の概

要を記載してください。 

② 確認事項⑥ 

蓄電池由来の年間電力消費量の設定根拠となるシミュレーション結果等を添付し、

「資料添付済み」を選択してください。 

資料を添付する際には、以下の点に十分注意してください。 

※ 電力量等、重要な箇所は、マーカーや赤枠で囲う等、確認しやすい処理を施し

ていますか。 

 

d. 結果（二酸化炭素（CO2）の排出削減効果） 

 

① 年間 CO2削減量 

年間 CO2削減量が自動算出されますので、実施計画書（別紙１―３）に転記してくだ

さい。 

① 

② 

① 


